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名です。外国人児童生徒の進学問題における地
域格差、母語（国籍）間の格差の実態を浮き彫
りにし、外国人児童生徒の進路保障の実現に向
けた具体的な政策を提言することを目指します。
第三に、HANDS の成果を取り入れた国際学
叢書（『地域のグローバル化にどのように向き合
うか‐外国人児童生徒教育問題を中心に‐』（田
巻松雄著）を下野新聞社より 3 月に刊行しまし
た。本書は、栃木県・日本・東アジアの諸地域
での人の移動をめぐる調査研究をベースにして、
第Ⅰ部「多文化共生と外国人労働者問題」では、
政策的側面から子供たちが置かれている状況を
読み解き、第Ⅱ部では栃木県内の調査や他県で
の聞き取り調査などをもとに「外国人児童生徒
教育問題の諸相」を実証的に論じました。第Ⅲ
部では、HANDS の実践と国際学部の取り組み
を詳しく述べました。日本教育新聞（2014 年 7
月 14 日付）の紙面で紹介いただきました。数に
限りはありますが、希望者には贈呈させていた
だきます。希望者は HANDS コーディネーター
の船山千恵（028-649-5196）か田巻（tamakimm@
cc.utsunomiya-u.ac.jp）までご連絡下さい。
今年度も張り切っています！！
はじめまして。
今年 4 月に着任し、それと同時に HANDS の
メンバーに加えていただきました。今年度、宇
都宮大学では、「多文化共生論入門」や「多文化
共生教育」などの授業を担当しています。
専門は比較教育学で、ドイツにおける移民児
童生徒の教育について、言語教育の観点からの
分析を中心に研究してきました。もともとは高
校の教員志望だったので、大学では教職課程を
履修しながら数学を専攻していましたが、教育
とは何か、学ぶとは、成長するとは、…、と考
えているうちに教育学を学びたくなり、大学院
に進みました。大学院では、「人権としての教育」
や「教育への権利」といったことに関心を寄せ
ながらも、なかなか具体的な研究テーマを定め
られずにいたところ、指導教授から『ドイツの
異文化間教育』（天野正治編著、1997 年）という
本を紹介され、それが現在に至るまでの研究の
出発点となる運命の出会いになりました。同書
を手がかりに、修士論文「ドイツにおける異文
化間教育の展開と理論」を書き、さらに移民児
童生徒への母語教育とドイツ語教育に関する政
策の変遷に焦点を当てた研究を進めて、博士論
文「ドイツにおける移民児童生徒に対する言語
教育の展開－ヘッセン州の言語教育政策史を中
心とする考察－」にまとめました。
現在、ドイツの学校には「移民背景を持つ児
童生徒」が数多く在籍し、その割合は 15 歳児で
25.8％（PISA2012）に上ります。移民割合の高
い地域では移住者の構成も多様で、現地調査で
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33 か国からの児童生徒が学ぶ異文化間シュタイナー学
校マンハイム校
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訪れたシュトゥットガルト市には、児童の約半
数が移民背景を持ち、出身国は 24 か国にわたる
という小学校もありました。
このようにドイツは量的にも質的にも日本よ
りはるかに多文化化が進行しており、文化的多
様性と教育をめぐる議論や政策、実践の中に見
るべき点が多くあります。それは、模範となり
うる先行例であることもあれば、実践の難しさ
を物語る現実であることもあるでしょう。いず
れにしても、これらドイツの事例は日本におけ
る同様の課題を考える上で非常に示唆に富んで
いるのですが、残念なことに日本ではあまり詳
しく知られていないように思います。そこで
HANDS の活動を通して、これまでの研究で得
た知見を紹介したり、それらを知っているから
こそのアイディアを出したりしていくことが自
分に求められている役割だと考えています。
今年度第 1 回目の「外国人児童生徒教育推進
協議会」を 6 月 16 日に開催しました。今年度も
栃木県教育委員会と県内 9 市 1 町の教育委員会
並びに小中学校の代表校長に参加していただい
ています。今回、学外から 26 名の方にご参加い
ただきました。茅野甚治郎理事、渡邉直樹多文
化公共圏センター長、石渡美穂栃木県教育委員
会事務局学校教育課指導主事より、ご挨拶を頂
きました。次に、今年度はメンバーの約 2 ／ 3
が入れ替わりましたので、学外参加者から、外
国人児童生徒在籍状況・支援例・課題等を含め、
少し長めの自己紹介をしていただきました。そ
の上で、3 つの話題を取り上げました。
第一に、今年 3-4 月にかけて実施した 4 回目
の「栃木県における外国人生徒の進路状況調査
結果」の中間報告を行いました。今回は 119 名
の卒業生の進路が明らかになりました。特筆す
べき点を 2 点だけあげますと、中学 3 年次に日
本語指導が必要だった 35 人の公立定時制への進
学率が約 1 ／ 4 で、全日制進学率とほぼ同じで
した。昨日神奈川県の高校教諭と会う機会があ
りましたが、神奈川県でも国際教室（栃木県で
の日本語教室に当たる）に在籍する生徒の定時
制への進学率が高い傾向が続いているとのこと
でした。また、119 人のうち特別措置受検者は
13 人で、そのうち 8 名が公立全日制に進学して
います。報告のあとの質疑では、特別措置受検
状況が主な話題となりました。
第二に、文部科学省が刊行した『外国人児童
生徒のための JSL 対話型アセスメント DLA』
（H26 年 1 月刊行）や『外国人児童生徒教育研修
マニュアル』（H26 年 1 月刊行）を資料として、「特
別の教育課程による日本語指導」に関する動き
も視野に入れながら、外国人児童生徒への日本
語指導に関するミニ研修を行いました。
第三に、「高等学校との協力関係構築」につい
て意見交換しました。協議会でこのような話題
を取り上げたのは初めてのことです。時間がか
かり過ぎた気はしますが、HANDS では外国人
生徒の高校での就学状況と高校卒業後の進路に
対する関心を高めています。前者に関しては、
特に日本語指導が必要な生徒の就学状況が気に
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